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オープンイノベーション・地域科学技術に関する主な取組
１．民間投資導入によるオープンイノベーションの加速

➢ オープンイノベーション機構の整備 ➢ 産学共創プラットフォーム共同研究推進事業（OPERA）

➢ センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム

➢ 大学発新産業創出プログラム（START）
➢ 次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）

○１０年後目指すべきビジョンからチャレンジングな研究開発課題をバック
キャスティングで設定。社会・経済的インパクトある革新的技術の速やか
な社会実装を目指して機動的に研究開発を展開。

○創業前の段階から、大学の革新的技術の研究開発支援と、民間の事業化ノ
ウハウをもった人材による事業育成を一体的に実施し、新産業・新規市場
の創出を図る。

○海外大学や民間企業、投資機関等と協力し、学生や若手研究
者等が先端技術を駆使してビジネスモデル構築、起業を行え
る能力を身につけるためのアントレプレナー育成プログラム
を開発・構築。

2019年度予算額（案）:20億円(18億円)

○民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業か
らなるコンソーシアム型の連携による非競争領域にお
ける大型共同研究と博士課程学生等の人材育成、大学
の産学連携システム改革等とを一体的に推進。

○平成30年度から、オープンイノベーション機構におけ
る研究コンソーシアムとしてのOI機構接続型を設置。

２．革新的研究成果による本格的産学官連携の推進

３．ベンチャー・エコシステム形成の推進

➢ 研究成果最適展開支援プログラム（Ａ-ＳＴＥＰ）

○特定の分野やテーマを設定せず、全国の大学等の研究成果の実用化を推進。

○大学において、企業の事業戦略に深く関わる大型
共同研究の集中的なマネジメント体制を構築。

○以下の要素を持つOI機構の整備に関し、高い意
欲と優れた構想を持つ大学を５年間支援。

①学長のリーダーシップの下、プロフェッショナル
人材（クリエイティブ・マネージャー）による
特別な集中的マネジメント体制の構築

②優れた研究者チームの部局を超えた組織化

2019年度予算額（案）:19億円(14億円)

2019年度予算額（案）:81億円(85億円)

2019年度予算額（案）：71億円(77億円)

2019年度予算額（案）:17億円(18億円) 2019年度予算額（案）:4億円(4億円)

➢ 地域イノベーション・エコシステム形成プログラム

○地域の成長に貢献しようとする大学等に事業プロデュースチームを創設し、
地域の競争力の源泉（コア技術等）を核に、事業化計画を策定し、社会的
インパクトが大きく地域の成長にも資する事業化プロジェクトを推進。

４．地方創生に資するイノベーション・エコシステムの形成

2019年度予算額（案）:36億円(31億円)
➢ 科学技術イノベーションによる地域社会課題解決(INSPIRE)

○自治体、大学等が中心となって地域の社会課題を科学技術イノベー
ションにより解決し、未来社会ビジョンの実現を目指す取組を支援。

2019年度予算額（案）:0.5億円(新規)

➢ イノベーションマネジメントハブ形成支援事業

○大学、産業界、ＴＬＯのネットワーク強化を図るなど、イノ
ベーションマネジメントハブの形成に向けた取組を通じて大
学研究成果の効果的な技術移転活動を推進。

2019年度予算額（案）:0.3億円(新規)

➢ リサーチ・アドミニストレーターに係る質保証制度の構築

○リサーチ・アドミニストレーターの実務能力に関する質保証制度の構築
に向けた制度設計・試行に係る調査研究を推進。

2019年度予算額（案）:0.5億円(0.2億円)

➢ このほか、個別の産学官連携施策について、マネジメント重視等の観点で見直しを実施
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産業界から、海外の大学と比べると、大型共同研究を
実施する上で以下の点が問題と指摘。

①企業に対する提案力（研究内容の先進性、研究成果
の実用化までのシナリオ等）の不足

②部局横断的なチーム編成など連携の柔軟性の不足

③財務管理、知財管理等に関するマネジメント体制の
脆弱さ

関連分野の企業群

阻害要因

※具体的には、クリエイティブ・マネージャー
チームの人件費・活動費等の支援を想定。

大 学

オープンイノベーション機構

共同研究コンソーシアム

企業
企業 企業 企業

クリエイティブ・マネージャー（企業と共同で価値創造を行う専門家集
団）によるイノベーションマネジメントへの集中的支援
• 企画：（人物像）先端技術の事業化を手掛けたプロジェクトマネージャー

→市場・技術動向調査に基づく研究・事業化計画の提案
• 知財：（人物像）先端技術分野の知財戦略に精通した弁護士、弁理士等

→大学の利益を確保しつつ、企業の活用を最大化するための所有権帰属、
実施許諾の方法を確立

• 契約、財務：（人物像）経理のみならず、様々な研究資源のマネタイズ手法に精
通した財務管理の専門家等

→研究費の回収はもとより、技術データやコンサルティング、設備利用などに
ついても適正な費用負担を交渉

競争領域を中心とした大型
共同研究

企業

優
れ
た
コ
ア
技
術
に
関
わ
る
研
究
者
を
部
局
を
超
え
て
組
織
化

メニュー②：産学共創プラットフォーム共同研究推進プロ
グラム（OPERA） オープンイノベーション機構連
携型

メニュー①：オープンイノベーション機構の整備

（非競争領域の基礎研究のための産学マッチングファンド）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄA ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄB ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄC

世界的に強
みを持つコ
ア技術領域

改革方策とその効果

オープンイノベーション促進システムの整備（大学）
2019年度予算額（案） ：2,475百万円
（前年度予算額 ：1,808百万円）

※運営費交付金中の推計額含む

2019年度予算額（案）：1,935百万円

2019年度予算額（案）： 540百万円
※ＪＳＴ運営費交付金中の推計額

[改革方策]
 以下のような大型共同研究の集中的なマネジメント体制を整備。

①経営トップ主導により、プロフェッショナル人材（クリエティ
ブ・マネージャー）を集めた特別な集中的マネジメント体制の構
築

②優れた研究者チームの部局を超えた組織化

 改革に高い意欲を有する大学を５年間集中的に支援（※）。支援
終了時には一定程度の自立経営を目指す。

[効果]
 国内外からこれまでにない大型の共同研究を呼び込み、企業との
緊密な連携を通じた研究者の意識改革等に寄与
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オープンイノベーション機構の整備

• 従来の産学連携は、個人同士のお付き合いの小規模・非競争領域（論文発表
可）の活動といった大学と企業の研究開発部門との協力が中心。

• 産業界では、従来の産学連携の拡大に加え、研究開発部門のみならず製造部
門・事業部門も含めた各階層で大学との連携を行うニーズが顕在化。

• 他方、大学から見ると、こうした連携による大型共同研究では、①研究開発の企
画、契約額設定、②企業との交渉、③利益相反処理、④進捗管理が複雑化して
おり、現状のマネジメント体制では対応が極めて困難。

背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

企業の事業戦略に深く関わる（競争領域に重点）大型共同研究を集
中的にマネジメントする体制の整備を通じて、大型共同研究の推進
により国費投入額を超える民間投資誘引を図り、「未来投資戦略
2018」に掲げる大学等への民間投資３倍増の目標を実現。

• 大型の民間投資を呼び込んで自立的に運営されるシステムを大学内
部に形成することにより、大学のマネジメント機能を大幅強化

• 大型の民間投資の呼び込みにより大学の財務基盤を強化

• 企業との深い連携を通じて、社会実装の視点から自らの研究を考察す
るという意識改革をもたらし、大学改革、研究力強化、人材育成を加速

• 以下の要素を持つオープンイノベーション機構の整備に関し、高い意欲と優れた構想を
持つ大学に対し、費用・リソース負担も含む大学側のコミットを条件として、５年間国費
支援。

①大学の経営トップによるリーダーシップの下で、プロフェッショナル人材（ク
リエイティブ・マネージャー）を集めた特別な集中的マネジメント体制（あ
る程度独立した財務管理システムを含む）の構築

②優れた研究者チームの部局を超えた組織化

• 各大学のＯＩ機構においては、億円単位の大型プロジェクトを年間少なくとも数件運営し、
支援終了時には間接経費や特許実施料収入などを基にした、自立的経営を目指す。

【成長戦略等における記載】

未来投資戦略2018（平成30年６月15日閣議決定）

3.ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを生み出す大学改革と産学官連携・ﾍﾞﾝﾁｬｰ 支援

ⅰ）大学改革等による知的集約産業の創出

・大学における産学連携マネジメント体制の強化を図るため、

オープンイノベーション機構の整備を推進し、大学等が有する

技術シーズの「見える化」を進める。

オープンイノベーション機構のイメージ

大学

共同開発α

経営トップのリー
ダーシップによる自
助努力

企業A 企業B 企業C

共
同

開
発

資
金
・

人
材

共同開発β

優れたリーダーに率いられた企画・管理部門

研究室２
B助教

部局A（○学部） 部局B （◇学部）

世界的に強みを持つ学問領域

共同研究コンソーシアム

オープンイノベーション機構

優れた研究者チームを
部局を超えて編成（インセンティブ付与）

専用スペース

研究室１
A教授

大学研究開発部門
（企業研究所）

製造部門
（工場）

事業部門

大学

研究開発部門
（企業研究所）

製造部門
（工場）

事業部門

原材料
（技術）

資金

オープンイノベーション機構

資金

製品モ
ジュール

資金

販売 販売

①

②

③

①

②

③

【これまでの産学連携モデル】 【目指すべき産学連携モデル】

新たな研
究成果

資金

原材料
（技術）

収益ベース
での実施

技術シーズ

技術シーズ
技術シーズ

異分野融合
・

大型研究
プロジェクト

学内のスター
研究者を結集

ベンチャー起業へ
スモールビジネスに着手

2019年度予算額（案） ：1,935百万円
（前年度予算額 ：1,408百万円）

✓ 支援対象機関：大学
✓ 事業規模：

１.０～１.７億円程度／機関・年
（新規３～４件程度、継続８件）

✓ 事業期間：平成３０年度～（原則５年間）国

補助・ハンズオン支援

大学

【事業スキーム】

2018年度
採択大学名

東北大学

山形大学

東京大学

東京医科歯科大学

名古屋大学

京都大学

慶應義塾大学

早稲田大学
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産業界からは、オープンイノベーション加速に向けて本格的な産学官連携の重要性が

指摘されている一方、「民間企業との１件当たりの研究費受入額」は、依然として、

約２００万円程度となっており、産学連携活動における課題の一つと考えられる。
【民間企業との１件当たりの受入額の推移】

○ 基礎研究から社会実装までのビジョンや経営課題の共有を通じた本格的な産
学連携や拠点形成、さらには産学連携での人材育成を進めるための有効な方
策についても検討が必要である。

○ 次の時代を担う「新たな基幹産業の育成」に向けた本格的なオープンイノ
ベーションを推進する。具体的には、非競争領域を中心に複数の企業・大
学・研究機関等のパートナーシップを拡大し、将来の産業構造の変革を見通

した革新的技術の創出に取り組む。

産業界からの提言
日本経済団体連合会（ 2015年10月20日）

「第5期科学技術基本計画の策定に向けた緊急提言」より

○ 2025年度までに企業から大学・国立研究開発法人等への投資を３倍増と
することを目指す。

未来投資戦略2018 （平成30年６月15日閣議決定）

民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型の連携による非競争領域における大型共同研究と博士課程学生等の人材
育成、大学の産学連携システム改革等とを一体的に推進する。これにより、「組織」対「組織」による本格的産学連携を実現し、我が国のオープンイ
ノベーションの本格的駆動を図る。

【支援内容】
（新規） ４領域

共創プラットフォーム育成型 ０．３億円程度／年度×２領域
ＯＩ機構連携型 ０．９億円程度／年度×２領域

（継続）１５領域
共創プラットフォーム型 １．６億円程度／年度×７領域
共創プラットフォーム育成型 ０．３億円程度／年度×４領域
ＯＩ機構連携型 ０．９億円程度／年度×４領域

【これまでの成果】

【支援期間】

５年度
（共創プラットフォーム育成型は、ＦＳ２年度＋本採択４年度）

国 JST

運営費
交付金

大学等

委託

事業概要

（億円） （万円）

背景・課題

産学共創プラットフォーム

共同研究推進プログラム（OPERA）

2019年度予算額（案） ：1,977百万円
（前年度予算額 ：1,811百万円）

※運営費交付金中の推計額
※「共創の場形成支援」の一部

【民間企業との共同研究の受入額規模別実施件数

内訳（平成２８年度）】

～100万円

未満

48%
～300万円

未満

36%

～500万円

未満

7%

～1000万円

未満

5%

1000万円

以上

4%

日本の大学等における
一件あたり共同研究費
の規模は約200万円出典：文部科学省「平成２８年度 大学等における産学連携等実施状況について」

※大学等とは、国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関法人を指す。

249
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H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

受入総額 １件当たりの受入額

参画機関数、共同研究費等 (H30の計画値) 計

OPERAを実施中の領域数 15

参画機関数 ※企業と大学等の合計 248

うち、企業数 187

企業からの共同研究費 （百万円） 1,474

博士人材の雇用 （人） 108 5



2019年度予算額（案） ：8,145百万円
（前年度予算額 ：8,469百万円）

※運営費交付金中の推計額
※「共創の場形成支援」の一部

○ １０年後の目指すべき日本の社会像を見据えたビジョン主導型のチャレンジング・ハイリスクな研究開発を支援。
○ 企業や大学だけでは実現できない革新的なイノベーションを産学連携で実現するとともに、革新的なイノベー

ションを創出するイノベーションプラットフォームを整備する。
○ 大学や企業等の関係者が一つ屋根の下で議論し、一体（アンダーワンルーフ）となって取り組む。

✓ 構造化チーム
COI拠点における若手支援、データ

連携、規制対応等の横断的課題への
対応や、拠点間連携の推進等に対し
て産学の有識者が支援を実施。

✓ ビジョナリー・チーム
各拠点を評価・支援するため、COI
プログラム全体を所掌するガバニング
委員会の下に、企業経験者を中心と
した、社会ビジョン毎のチームを設置し、
毎年サイトビジット、個別ヒアリング等
による徹底した進捗管理を実施。
（H29サイトビジット等実績：計100回）

進捗管理体制

国 JST 大学等委託

【事業スキーム】

運営費
交付金

近年、産業界から、産学官連携に積極的に取り組む大学等との間で、「将来のあるべき社会像等のビジョンを探索・共有」し、共同で革新的な研究開発を行うことが強く
求められている。
【 「産学官連携による共同研究の強化に向けて ～イノベーションを担う共同研究の強化に向けて～」（平成28年2月16日 日本経済団体連合会） 】
基本認識

オープンイノベーションの本格化を通じた革新領域の創出に向けては、産学官連携の拡大、とりわけ将来のあるべき社会像等のビジョンを企業・大学・研究開発法人等が共
に探索・共有し、基礎研究、応用研究および人文系・理工系等の壁を越えて様々なリソースを結集させて行う「本格的な共同研究」を通じたイノベーションの加速が重要である。

Ⅲ 政府に求められる対応
政府には「本格的な共同研究」を積極的に強化する主体に関して、共同研究の強化が財務基盤の弱体化や教育・研究の質の低下を招かないためのシステム改善と、産学

官連携が加速する強力なインセンティブシステムの設計を求める。具体的には、以下のような事項が求められる。（中略）
 政府が支援する産学官連携プロジェクトである「革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）」「産学共創プラットフォーム」等における、中長期的なビジョンをもった

本格的な共同研究を実現するための、継続的かつ競争環境の変化等にも応じうる柔軟な資金供給。

背景・課題

事業概要

3つのビジョン（10年後の日本が目指すべき姿）

ビジョン1 少子高齢化先進国としての持続性確保：
Smart Life Care, Ageless Society
ビジョン2 豊かな生活環境の構築（繁栄し、尊敬され
る国へ）：Smart Japan
ビジョン3 活気ある持続可能な社会の構築：
Active Sustainability

センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム

支援対象：大学等（１８拠点）
事業規模：１億円～10億円／拠点・年
事業期間：2013年度～2021年度

（原則９年）
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○ 産学連携の関係者間においては、基礎・応用研究の成果と企業ニーズをマッチングすることによる単純なリニアモデルの研究
開発では実用化・社会実装には至らないことが共通の理解とされている。

○ 一方で、基礎研究の枠を超えて全国の大学等の技術シーズを企業による価値創出につなぐために必須である、産学連携活動
を継続的かつ安定的に維持するためのボトムアップ型の支援が不足しているため、多くの基礎研究成果が死蔵されている。

○ 特徴ある研究成果を有する大学等の研究者を基礎研究から実用化に向けた研究開発へと引き込み、社会的インパクトのある
事業化につなげるためには、産学共同研究の連携先選定とプロジェクト設計に対する人的・資金的支援が必要。

【事業の目的・目標】
特定の分野やテーマを設定せず、全国の大学等の尖った技術シーズを基
に、実用化を目指す研究開発を行う技術移転支援プログラム。企業・社会の
ニーズとのマッチングを前提として、概念実証から実用性検証・実用化開発
まで、切れ目のない支援メニューを揃え、科学技術による価値創出を行う。

【統合イノベーション戦略（平成30年6月15日閣議決定）における記載】

民間資金等の獲得を飛躍的に促進することで経営基盤を強化し、大学等の特性に応じて民間資金を呼び込むことで、外部資金割合の増加による
運営費交付金依存度の低減を図る

出所：科学技術・学術政策研究所（NISTEP）「民間企業の研究活動に関する調査
報告2017」（NISTEP REPORT No.177, 2018）

フェーズ名 機能検証 産学共同 企業主導

タイプ名 試験研究 実証研究 シーズ育成 NexTEP-B NexTEP-A

支援の目的

大学等シーズが
企業ニーズの解
決に資するかどう
か確認するため
の試験研究を支
援

企業との共同研
究フェーズに進む
ために必要な実
証的な研究を支
援

大学等のシーズの可能
性検証・実用性検証
フェーズにおいて、中核
技術の構築を目指した
産学共同研究開発を支
援

大学等のシーズ
について、研究開
発型企業（※2）で
の実用化開発を
支援

大学等のシーズに
ついて、開発リスク
を伴う大規模な実
用化開発を支援

申請者 大学等
大学研究者と企業

（※）
企業（※）

研究開発期間 1年 2～6年 最長5年 最長10年

研究開発費
(間接経費含む)

300万円
／年まで

1,000万円
／年まで

JST支出総額
2,000万～5億円

JST支出総額
3億円まで

JST支出総額
15億円まで

グラント マッチングファンド
マッチングファンド

実施料納付
開発成功時要返済

実施料納付

①連携先を選択するための情報が少ない（４７．５％）
②連携につながる機会や場が少ない（４０．０％）
③連携したい技術を持つ相手が少ない（３６．９％）

【これまでの成果】
脳深部用極微細内視鏡イメージング
システムの開発
（小山内 実 氏（東北大学））

従来大型・高価だった脳内イメージング装置に
ついて、大学の有する脳内イメージングシステム
を企業と共同で機器間の結合効率を向上させる
ことで、安価・小型化を達成。
可搬性の付与により、検査範囲も
拡大。試作品製作まで達成。
今後は、量産化に向けた試作機
の検証を行う実証段階へ。

青色発光ダイオードの実用化
（赤﨑 勇 氏（名古屋大学教授）

・豊田合成（株））

サファイア基板と窒化ガリウム結晶の間に窒
化アルミニウム層を設けることにより、良質な
窒化ガリウムの製作を実現。支援期間終了
後、豊田合成(株)が平成7年に高輝度青色発
光ダイオードを商品化。赤﨑勇

博士が2014年ノーベル物理
学賞受賞。3,500億円の
経済波及効果を創出。

■企業が他組織と連携する際の問題点（上位３つ）

【資金の流れ】

国

JST

運営費
交付金

大学・国立研究
開発法人、企業等

委託

英語名： Adaptable and Seamless Technology Transfer Program through Target-driven R&D

 大学の優れた技術シーズの発掘から企業による開発やベンチャー創出
への展開まで、研究開発フェーズに応じたハンズオン支援を実施。

 事前段階で、地域・業界を対象とする相談窓口を設置し、最適な共同研
究先となる大学の選定と大学の技術シーズを活用した研究開発プロジェ
クトの設計を支援。

 研究開発プロジェクトの設計にあたっては、クロスアポイントメント制度を
活用して大学の専門人材の協力も得る。

【事業概要・イメージ】

※ シーズの発明者・所有者の了承を得ていることが必要

背景・課題

事業概要

【経済財政運営と改革の基本方針 2018（平成30年6月15日閣議決定）における記載】
若手研究者への重点支援やオープンイノベーションの仕組みの推進等によ り、我が国の基礎科学力・基盤技術から社会への実装までを強化する

とともに、地方創生につなげる。

①人的ネットワーク（３２．６％）
②学会での研究成果発表（１３．４％）
③論文（１１．７％）

■企業が外部から知識を導入する際に最も重視する情報源
（上位３つ）

技術ニーズ・課題の応募

詳細のすり合わせ 有望大学への照会

有望提案紹介 解決策提案

詳細のすり合わせ
研究開発プロジェクトの設計

企業・
自治体

大学
産学連携
本部・TLO

検証

相談
窓口

A-STEP（または他制度）へ応募

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）
2019年度予算額（案） ：7,083百万円

（前年度予算額 ：7,674百万円）
※運営費交付金中の推計額

7



産学官連携施策の見直し・大括り化について

 JST産学官連携施策について、以下の課題が研究者等から指摘。
➢ 拠点型産学官連携制度：制度毎の運営管理体制による局所最適化、制度終了後の自立化・ノウハウの継承等に課題
➢ 個別型産学官連携制度：複雑な支援メニュー・硬直的な支援要件等に課題

 2020年度に向けて、採択重視からマネジメント重視へ・利用者目線の観点で見直しを実施。

メニュー再編・簡素化

➢ 拠点型産学官連携制度(COI、ﾘｻｰﾁｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ、OPERA、ｲﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝﾊﾌﾞ)を「共創の場形成支援」として大括り化し、予算を一元管理。

➢ 全体を俯瞰する「共創の場形成支援」推進委員会を設置することに
より、成果の最大化に向け、一体的マネジメントを推進。

➢ 2020年度以降、共創の場形成支援として、新規拠点（共創チー
ム）を採択。異分野／異業種混成の最適なチーム編成による異分
野融合共同研究と、大学・研究開発法人による大型共同研究のマ
ネジメント体制構築等のシステム改革を推進。

産学共創プ
ラットフォーム
推進委員会

リサーチコンプ
レックス推進プ
ログラムアドバ
イザリーボード

COI STREAM

ガバニング
委員会

イノベーショ
ンハブ構築支
援事業評価

委員会

共創の場形成支援推進委員会
・予算の一元管理による機動的で柔軟な予算執行管理
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ間のﾙｰﾙ統一化 ・ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽの共有
・地域・分野の最適配分 ・予算の重点配分

メニュー① 大学, ベンチャー 1年 グラント
(持ち寄り方式)

~0.1億円/年

メニュー② 大学, 産学 2-6年 0.1-1.5億円/年

メニュー③
企業

(ベンチャー含む)
~10年 成功時返済 ~15億円(総額)

相
談
窓
口

企業・自治体

大学・研発法人・
TLO等

➢ 研究開発フェーズではなく、目的に応じた3つの支援メニューに再編・簡素化。

➢ 申請の事前段階で、業界や地域のニーズと大学の技術シーズのマッチング、最適
な研究開発プロジェクト設計、JST外も含む最適な支援メニュー・事業の紹介等を
行う相談窓口をJSTに設置。共同研究発展の可能性が認められれば、A-STEP
各タイプまたは他制度へ発展。

個別型産学官連携制度「研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)」
の見直し

拠点型産学官連携制度の大括り化「共創の場形成支援」

機能検証 産学共同 企業主導

試験研究 実証研究 シーズ育成 NexTEP-B NexTEP-A

大学 産学 企業

1年 2~6年 ~5年 ~10年

グラント マッチングファンド 返済型

~300万円 ~0.1億円 0.2-5億円 ~3億円 ~15億円

他制度（他機関含む）事前相談窓口設置
（2019年度~）

2020年度~の支援メニュー（案）

現在の支援メニュー

大学・研発法人 自治体 企業

応募
大学等を含めた2

機関以上を自由に
組み合わせた、

柔軟なチーム編成

2019年度~：制度の大括り化
（全体を俯瞰する委員会を設置）

2020年度~：新規採択開始

FS 本採択

・・・
昇格審査 ・・・

異分野/異業種混成の「共創チーム」
※制度終了後の自立化に向けた支援も実

施（一部課題のスピンアウト、シーズ発
掘・育成、若手人材の海外共同研究等）

本採択に向けた
ハンズオン支援
や類似テーマ･
チームの合併

背景・課題
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知財の積極的活用に向け、
先進的TLOによるイノベーションマネジメントハブを全国に形成

～ハブは、地方と産業集積地をつなぐ、地方間をつなぐ～

 地方の場合、域内の優良な大学知財を集約し、産業集積地（都市部）に
売り込む機会が限定的。また、企業のニーズを大学の研究計画段階から
反映する機会も乏しい。

 我が国の大学における知財収入は、一部の大学に偏在している。
地方の有力大学の中には、ＴＬＯが不存在等の地方に立地し、
研究者数 研究実績等に照らして十分な知財収入が確保できていない。

背景・課題

事業概要

 支援対象 優れた技術移転活動を行うＴＬＯ
 支援件数 ３件程度
 事業規模 10百万円程度 / 年
 事業期間 ３年間

＊TLO：Technology Licensing Organization（技術移転機関）

文部科学省は、2019年度より大学、産業界、ＴＬＯのネットワーク強化を図
るなど、イノベーションマネジメントハブ（仮称）の形成に向けた取組を通
じて大学研究成果の効果的な技術移転活動を推進

統合イノベーション戦略 （平成30年6月15日 閣議決定）

イノベーションマネジメントハブ形成支援事業 2019年度予算額（案） ：3０百万円（新規）

国 補助金 TLO

平成28年度知的財産権収入額
（35.5億円）

技術移転のサポート不足により
収入停滞

10～100百万円未満（33大学）
計 9.2億円

（全体の26％）

潜在力の高い基礎研究実績大学の
充実が課題

知財収入が不十分

【事業の目的・目標】

【事業概要】

●地方の大学に埋もれた優良な知財の技術移転機会の拡大
⇒ ネットワーク化を通じて、産業集積地での収入増につながる技術移転を実現

●企業から、全国の優良な大学知財へのアクセス向上
⇒ 大学知財の利活用を通じた研究開発の活性化

● TLOにおける複数大学との取引拡大による機能強化
⇒ 知財のパッケージ化、アレンジによる事業提案力の充実

 TLO不存在等の地方において、大学の技術移転活動を担う広域対応可能なハブを形成
⇒ 優れた技術移転活動を行う先進的TLOがハブ機能を担う。さらに各地方のハブのネットワー
ク化による取引機会の拡大、専門的目利きによるソリューションの提供

技術移転活動が不十分

TLO活用による収入確保

１億円以上（９大学）
計 23.2億円

（全体の65％）

更なる拡大を促進

【事業スキーム】

＜大学における知財活用の課題＞

四国
2,474

東京
132,521

北海道
633

東北
1,719

関東
（東京除く）

23,777

北陸
2,700

東海
37,336

近畿
49,085

中国
5,21

0

九州
3,305

✓ ３大都市圏以外は特許出願が比較的低調
✓ 地域企業と大学との間で必ずしも研究分野がマッチ

していない場合や、企業が大学の高度な研究を活用
していない場合があるものと推認

【地域別特許出願数（平成２６年度）】

大学における産学連携機能の充実強化に関する検討会（平成30年7月）
「イノベーションシステムにおける大学の研究成果の活用推進に資する技術移転機能等の最適化に向けて」（議論のまとめ）

大学は、イノベーションシステムの根幹として、研究力向上と研究成果の社会還元の充実が期待されている。

【大学】実施（営業）業務はTLO等との効果的連携 【政府】地方における大学の技術移転活動を補完する機能を確保
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○ 認定のスキーム(イメージ)

○ リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）については、これまで整備事業（平成23年度～28年度）
等を通じて、大学への配置を進めてきた。また昨今、大学等にあっては、資金調達の多様化や
産業界との人材・知・資金に係る連携強化、イノベーション拠点化の期待が高まっている。

○ こうした状況下で、大学等において研究戦略、研究支援、産学連携等に関する業務の担い手と
してＵＲＡに寄せられる期待は大きくなっている。他方、ＵＲＡを巡っては、専門的な研修機会の
不足、専門人材としてスキルアップさせる体系的なシステムの構築などが課題となっている。

○ ＵＲＡの果たす役割の重要性に鑑み、その活動の可視化や質保証を図っていくことは、ＵＲＡ自
身のスキルアップはもとより、大学経営という観点からも研究環境等の改善や研究力向上、オー
プンイノベーションの推進にも資すると考えられる。

✓ 事業規模：４６百万円程度／年

背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

国
委託

【事業スキーム】

○主な調査研究事項

認定制度導入によるメリット

○認定制度により、ＵＲＡに必要とされる実務能力について業務内容・レベル毎に客観
的に質的保証を行うため、質保証（認定）制度構築に向けた制度設計、試行に係る

調査研究を実施する。

リサーチ・アドミニストレーター活動の強化に関する検討会（平成３０年９月）

リサーチ・アドミニストレーターの質保証に資する認定制度の導入に向けた論点整理

認定制度は、実務経験と研修の受講を基に人材育成の観点から実施
・ＵＲＡの知識・能力の向上
・客観的な実務能力の可視化（保証）を通じた信頼関係確立

質の高いＵＲＡの持続的供給と安定的な雇用環境の整備による教育研究機能
の強化

１．制度設計等の検討
○制度設計 ○導入に向けた環境整備

・認定スキーム、基準 ・審査員の養成等審査体制
・審査方法、実施体制 ・研修システムの構築
・研修の基準 ・運営体制の整備

○普及促進
・認定制度の効果測定指標
・シンポジウム開催による普及啓発

【申請要件】 ・ 一定の実務経験
・ 必要な研修の受講
・ 所属する大学等の推薦

大学等・調査研究機関
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・提出書類に基づき、必要な
審査（面接等）を通じて認定
の適否を判断

・業務、レベルの組合せに
より認定・自己評価書の提出

リサーチ・アドミニストレーターに係る質保証制度の構築

２．試行実施
○制度の設計後、関係大学において一部

試行実施

○改善点の検討、制度設計の修正

ＵＲＡ 大 学 社 会

〇 良質な専門人材の確保

〇 研究環境､研究経営の充実
✓革新的な研究戦略の実現

✓研究資金の獲得

✓国際連携､産学連携の充実

〇 新たな知の創出（国際的に
注目を集める研究領域や学
際的・分野融合的領域など）

〇 研究成果の社会実装による
豊かな社会の実現

〇 スキルアップ

✓的確な政策情報の収集･分析

✓分野横断的な企画･提案の充実

✓外部ﾈｯﾄﾜｰｸ､研究広報の充実

〇 複数大学での経験拡大
（ｷｬﾘｱﾊﾟｽの充実）

〇 ＵＲＡ活動の認知度向上

統合イノベーション戦略（平成３０年６月１５日閣議決定）（抄）

2019年度からリサーチ・アドミニストレーターの実務能力に関する質保証制度の
構築に向けた制度設計・試行に係る調査研究を推進

※上記は、平成３１年1月現在におけるものである

２０１９年度予算額（案）：50百万円
（前年度予算額 ：20百万円）



⃝ 日本の起業率は他国に比べ非常に低く、国際的な比較においても知識・経験の不足や身近なロー
ルモデルの不足等が指摘されている。

⃝ 未来投資戦略2018やベンチャーチャレンジ2020等において、起業家人材の育成を含めベンチャー
創出力を強化する方向性が打ち出されている。

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ・事業スキーム】

○これまで各大学等で実施してきたアントレプレナー育成に係
る取組の成果や知見を活用しつつ、人材育成プログラムへの
受講生の拡大やロールモデル創出の加速に向けたプログラム
の発展に取り組むことで、起業活動率の向上、アントレプレナー
シップの醸成を目指し、我が国のベンチャー創出力を強化する。

○取組内容 学生等によるアイディア創出にとどまらず、実際に起
業まで行える実践プログラムの構築、アントレプレ
ナー育成に必須の新たなネットワーク構築等、国全体
のアントレプレナーシップ醸成に係る取組を実施。

○支援内容 ５コンソーシアム（主幹機関【東北大学、東京大学、名
古屋大学、九州大学、早稲田大学】）に対して、アント
プレナー育成に係る高度なプログラム開発等、エコシ
ステム構築に資する費用を支援。
（事業期間終了後の自立的運営に向けて、３、４年目
30%以上等の外部資金の導入の基準を設定）

○支援期間 平成29年度から５年間

【成長戦略等における記載】

未来投資戦略2018（2018年６月15日 閣議決定）【抜粋】
• 世界で勝つことのできる有望なベンチャー及びそれらの候補を創出する若者に対して政策リソースを

重点化することにより、我が国の経済を牽引するような企業を創出することが求められている。

日本
5.3%

イギリス

8.8%

中国
10.3%

米国
12.6%

台湾

8.2%

平成28年起業家精神に関する調査(GEM）

各国の起業活動率

①採択コンソーシアム
我が国において高い相乗効果を発揮できる３大学
以上が連携し、高度化したアントレプレナー育成プロ
グラムを実施。

②近隣大学等との連携
• コア機関は複数の機関と連携して人材育成を実
施

③民間企業・VC・海外機関等との連携
•関係者間の人・組織・資金等のネットワークの構築
を実施

事業イメージ

民間企業・ＶＣ・海外機関等との連携

近隣大学等との連携②

③

【支援する実施プログラムの例】
・多様な受講者に対するアントレプレナーシップ醸成やイノ
ベーション創出に向けて大学全体さらには大学を超えて
取り組むプログラム

・民間企業等との連携強化により、実際に起業できる能力
を持った人材を育成するプログラム

・起業に向けてグローバルなビジネスプランを構築し、世界
市場に挑むベンチャーを創出できる人材を育成する海
外派遣プログラム

① 採択コンソーシアム

国 協働機関
（大学）

補助金
主幹機関
（大学）

一部委託コンソーシアム

背景・課題

事業概要

次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）
2019年度予算額（案） ： 384百万円
（前年度予算額 ： 357百万円）
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⃝ リスクの高い新規マーケットへの事業展開・新産業創出については、既存企業等の多くが、リスクの
比較的低いコアビジネスに関連する技術の事業化に集中しているため、十分に行われていない。

⃝大学等発ベンチャーは、既存企業ではリスクを取りにくいが新事業創出のポテンシャルが高い技術
シーズの迅速な社会実装が可能であるため、イノベーションの担い手として期待されている。

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ・事業スキーム】

○ 大学等発ベンチャーの起業前段階から公的資金と民間の事業化ノウハウ等を組み合わせることにより、リスクは高いがポテンシャルの高い技術シーズに関し
て、事業戦略・知財戦略を構築しつつ、市場や出口を見据えて事業化を目指すことで、成長性のある大学等発ベンチャーを創出する。

○ 革新的な技術シーズの事業化や国際展開を積極的に進めるため、①新事業育成に熟練した民間人材を活用、
②市場ニーズを踏まえたシーズを発掘、③民間人材が主体となりビジネスモデルを構築・提案、④事業プロ
モーターによるマネジメントの下、経営人材と研究者のチームによる研究開発と事業育成を一体的に推進。

○ 大学等で創出された技術シーズの社会還元を進めるため、アントレプレナー教育の提供とビジネスモデルの探

索活動を支援。

【未来投資戦略 2018（平成30年6月15日閣議決定）】

大学等

科 学 技 術 振 興 機 構

採択

研究者

技術シーズ

技術シーズ

技術シーズ

・事業プロモーターの仲介による経営人材と研究者
のチームを結成

・事業プロモーターによるマネジメントの下、成長を
見据えた知財戦略・市場戦略の策定と実施

・民間資金呼び込みに向けた活動

選
定

(

目
利
き)

ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
作
成

①新事業育成に熟練した
民間人材を活用

事業
プロモーター
（ＶＣ・金融機関等）

②市場ニーズを踏まえた
シーズを発掘

事業プロモーター

③民間人材が主体となりビジネ
スモデルを構築、提案

④経営人材と研究者のチームによる、
研究開発と事業育成を一体的に推進

研究者
事業

プロモーター

ビジネス
モデル

技術シーズ

経
営
人
材
の
確
保

新
市
場
を

開
拓
す
る
大
学
等
発

ベ
ン
チ
ャ
ー
の
創
出研究者

事業プロモーター

・研究開発
・事業育成

（実用化開発、ビジ
ネスプラン改善等）経営者候補

「Program of Start-up incubation from COre Research (SCORE)」
アントレプレナー育成、 ビジネスモデル探索と検証、起業家・経営者候補人材との
マッチングを支援→START事業等への応募を促進

ビジネス
モデル

技術シーズ事業
プロモーター 研究者

研究開発支援（チームとして採択）
・支援金額：40百万円程度/課題・年
・支援期間：3年間
・28課題程度

事業プロモーター活動支援
・支援金額：22百万円程度/機関・年
・支援期間：5年度
・11機関程度

選定

・支援金額：7.8百万円程度/課題・年
・支援期間：1年間
・15課題程度

大学等目利き

国 JST

運営費
交付金

民間企業・大学・
国立研究開発法人等

委託

背景・課題

事業概要

ビジネス
モデル

技術シーズ
研究者

大学等目利き

＜短期集中早期起業型＞
研究開発支援（チームとして採択）

・支援金額：65百万円程度/課題・年
・支援期間：1～2年間
・2課題程度

支援スタッフ

・我が国の強みを生かし、官民が一丸となってあらゆる政策を総動員すること等を通じて、我が国のベンチャー・エコシステムの構築を加速し、グローバルなベンチャー企業
を生み出していく。

・アントレプレナーシップを有するが技術シーズを持たない経営者候補人材と、技術シーズを持つ研究者とをマッチングさせ、スピード感を持って支援する体制を構築する。

事業
プロモーター

（公表資料を基に文部科学省及び科学技術振興機構作成（株式時価総額は平成30年5月時点））
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大学発新産業創出プログラム（START）
2019年度予算額（案） ：1,748百万円
（前年度予算額 ：1,784百万円）

※運営費交付金中の推計額

大学発ベンチャー企業名 設立年月 上場年月 上場市場 シーズ創出大学等 時価総額（百万円）

ペプチドリーム　株式会社 2006年7月 2013年6月 東証一部 東京大学 542,398

ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ　株式会社 2004年6月 2014年3月 東証マザーズ 筑波大学 193,111

株式会社　PKSHA Technology 2012年10月 2017年9月 東証マザーズ 東京大学 176,373

サンバイオ　株式会社 2001年2月 2015年4月 東証マザーズ 慶應義塾大学 136,948

株式会社　ユーグレナ 2005年8月 2012年12月 東証一部 東京大学 84,851

… … … … … …

上場中のベンチャーの合計値 1,818,407



 地方創生を実現するために、科学技術が駆動するイノベーションが重要な役割を果たすこ
とが求められている（未来投資戦略2018等）。

 一方、地方大学・研究機関等に特徴ある研究資源があっても、事業化経験・ノウハウ及
び資金等が不足しているため、事業化へのつなぎが進まず、また、グローバルに展開戒能
な、社会的インパクトの大きい成功事例も少ない。

 地方大学等の研究成果を事業化につなげるためには、多くの機能支援と資金が必要。

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

地域の成長に貢献しようとする地域大学に事業プロデュースチームを創設し、地域の競争力の源泉（コ
ア技術等）を核に、地域内外の人材や技術を取り込み、グローバル展開が可能な事業化計画を策定
し、社会的インパクトが大きく地域の成長とともに国富の増大に資する事業化プロジェクトを推進する。
事業化を通じて、日本型イノベーション・エコシステムの形成と地方創生を実現する。

特徴ある研究資源を有する地域の大学において、事業化経験を持つ人材を中心とした事業プロ
デュースチームを創設。専門機関を活用し市場・特許分析を踏まえた事業化計画を策定し、大学
シーズ等の事業化を目指す。

✓ 支援対象：大学・研究開発法人及び自治体が指定する機関等
✓ 事業規模：1.2億円程度／機関・年（新規・２機関程度）

1.7億円程度／機関・年（継続・19機関）
✓ 事業期間：平成28年度～ 1件あたり5年間の支援を実施。

国

補助金

大学・自治体が指
定する機関等

【事業スキーム】

【これまでの成果】

• 平成28年度に４地域、29年度に10地域、30年度に5地域を採択。

• これまでに以下のツールを通じて各地域の事業推進体制を構築。

✓ 事業ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰのﾘｸﾙｰﾃｨﾝｸﾞ

✓ 各地域の常時モニタリング

• 地域における取組

✓ 製品版手術用立体内視鏡システム・改良型の完成（浜松）

✓ 高耐久な有機EL青色・黄色発光材料の開発（福岡）

✓ 希少糖の量産を可能とする酵素の選抜に成功（香川）

✓ 超小型光源モジュールのプロトタイプ開発（福井）

✓ 携帯型(タンブラー型)浄水器の大学・企業のダブルネーム試供品の製造・配布（長野）

（３）i）④
地域大学等の特徴ある技術を核に事業をプロデュースす
るチームを創設、知財戦略の強化や最適な技術移転を
促進する。その際、自治体主導でさまざまな主体の参画
のもと、デザイン思考による地域の社会課題解決を通じ
て、地域の新産業創出とイノベーションエコシステムの形
成を図る。

未来投資戦略2018 
（平成30年6月15日閣議決定）

背景・課題

事業概要

地域イノベーション・エコシステム形成プログラム
2019年度予算額（案） ：3,633百万円
（前年度予算額 :3,093百万円）

＜地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出におけ
る課題＞（上位２つ）
（文科省アンケート調査）

➢ 応用・実用化研究から商
品化が進まない
【64.4％】

➢ 資金の確保が難しい
【53.3％】

知財マネジ
メント

技術
開発者

事業プロデュースチーム
≒地域というﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を成長させるためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑ

大学
等

自治体等

地域
≒成長を目指すベンチャー企業

地方創生を実現
するための地域の
技術シーズ（コア
技術等）を発掘し
、最適なプロジェク
トポートフォリオを形
成し事業化を推進

支援体制の構築

技術
営業

財務・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

地元中小企業等による
商品化（事業化）

戦略ﾊﾟｰﾄﾅｰへの技術
移転（事業部等によ
る推進）

ベンチャー企業創
出と成長

コア技術等

推進委員・アドバイサーチーム（及び特許・技術等専門機関を活用）
≒ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑを支えるためのﾊﾝｽﾞｵﾝ支援できる支援ﾁｰﾑ

国
≒ベンチャーを支援する株主

密な連携

ﾊﾝｽﾞｵﾝ支援

出口→民間資金の獲得

事業ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰの招へい、技術シーズ（コア技術等）の発掘、調査機関等を活用したプロジェクトの厳選、戦略
構築、出口として民間資金等の獲得を目標、国の知見・ネットワーク等を活用して各地域をサポート

H29採択

●東工大、川崎市

●福井大、福井県

●山梨大、山梨県

●信州大、長野県

●三重大、三重県

●神戸大、神戸市

●山口大、山口県

●香川大、香川県

●愛媛大、愛媛県

●熊本大、熊本県

H28採択

●（財）つくばグロー

バルイノベーション

推進機構・茨城県

●静岡大・浜松市

●九州大・福岡県

●九工大・北九州市

H30採択

●東北大・宮城県

●山形大・山形県

●（地独）神奈川県立産業

技術総合研究所・神奈川県

●金沢大・石川県

●名古屋大・愛知県
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 課題先進国である日本において、各地域が抱えている様々な社会課題を解決することこそが、地域経済の発展（経済的価値）や地域
住民の生活の質の向上（社会的価値）に繋がる。

 加えて、技術と社会とが複雑に影響し、将来予測が困難な昨今、地域の多様な社会課題解決のためには、科学技術イノベーション
（=STI）により新たな価値創造を行うことが一層重要となっており、 STIの成果の社会実装による地域活性化の観点から、地域の
STI活動の位置づけが『必要不可欠な起爆剤』として、見直しされているところ。

 国連で採択された「持続可能な開発目標（SDGs)」の達成に向けた取組は、SDGsが掲げる社会課題の対応に際してイノベーションに
よる新たな価値創造をもたらすことに加え、強靭で環境に優しい魅力的なまちづくりなどSDGsを原動力として地方創生を実現し得ると
ともに、発信力・想像力豊かな次世代のもつ秘めた能力を引き出すといった形で、地域社会を変革することにも繋がる。

（３）i）④
地域大学等の特徴ある技術を核に事業をプロデュー
スするチームを創設、知財戦略の強化や最適な技術
移転を促進する。その際、自治体主導でさまざまな主
体の参画のもと、デザイン思考による地域の社会課題
解決を通じて、地域の新産業創出とイノベーションエコ
システムの形成を図る。

未来投資戦略2018 
（平成30年6月15日閣議決定）

地域が気づいていない強み（ポテンシャル）を最大限引き出し、目指すべき将来像を描いた『地域の未来社会ビジョン』の実現に向け、解決すべき地域が抱える様々な社会課題（人
口減少、少子高齢化による産業の担い手不足等）を、当該地域で活動する中核的主体である、地方自治体、大学・研究機関、企業、金融機関等の異業種、異分野による連携を
通じて洗い出すとともに、STIを活用した解決策を構築する取組を支援する。これにより、地域コミュニティによるSTIを活用した自律的な社会課題解決に向けたサイクルを回すことを促進
させる。

【事業概要・イメージ】
 地方自治体と地域の大学が中心となってチームを構成し、 「地域のポテンシャルを最大限引き出
すための未来社会ビジョン」を設定するとともに、当該ビジョン達成に向けて、SDGsの達成にも繋
がる、解決すべき地域が抱える多種多様な社会課題を見つけ出す。さらに、当該社会課題を技
術課題へと転換させ、将来的に、地域内外の大学や研究機関が持つ研究シーズを取り込みつ
つ、小規模試行実験・社会実装の取組へ繋げることを想定し、STIを活用した解決策を構築す
る。

• 地域の将来を担う地元の高校生も含め、地域を構成する多様なアクター（例:自治体、大
学、企業、金融機関、ベンチャー、NPO等）が、それぞれのセクターを越境し結集して、バック
キャスト・デザイン思考の効果的な組み合わせにより地域課題を設定し、課題解決後に目指
す未来社会ビジョンを描く

• 法的・倫理的・社会的制度等による影響も含め、人文社会学者の知見も得ながら課題の
分析を図り、その解決策や未来社会ビジョンを構想

• 課題設定段階から解決策及び未来社会ビジョンの構想の過程においては、SDGsの達成を
ビジネスとして捉える（地元）企業やベンチャーの積極的参画も促す

 支援対象：大学・研究開発法人及び地方自治体
 事業期間：１年間

【事業スキーム】

科学技術イノベーションによる地域社会課題解決

（INSPIRE）

【事業の目的・目標】

事業概要

背景・課題

2019年度予算額（案） ：45百万円（新 規）

（英語名: Science and Technology Innovative Solutions for Social Problems In Regions) 
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